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都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト概要 

 

１．はじめに 

我が国の観測史上最大のマグニチュード９を記録した東北地方太平洋沖地震は、広範囲

にわたる大きな揺れ、大津波をもたらし、大規模な津波災害をはじめとする未曾有の広域

複合災害を引き起こしました。 

首都圏においては、広域の液状化、交通機関の麻痺による多数の帰宅困難者、電力やラ

イフラインの途絶による事業活動の停止等、都市特有の課題が数多く顕在化しました。 

多くの都市機能が集中し、社会経済活動の中枢である首都圏は、災害に対する脆弱性を

内在しており、予期せぬ大災害へ発展するおそれがあります。そのため、首都圏をはじめ

とする都市の大地震に対する事前の検証と対策を施しておくことは、これまでにも増して

重要かつ喫緊の課題です。 

文部科学省では、東日本大震災を教訓として、今後予想される首都直下地震や、南海ト

ラフ地震等に対して、都市の災害を可能な限り軽減することを目的に、平成 24 年度から 5

カ年間の研究開発プロジェクトとして、「都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロ

ジェクト」を推進してきました。 

 

２．プロジェクトの研究概要 

本プロジェクトは、理学・工学・社会科学の 3 つのサブプロジェクトから構成されてお

り、我が国を代表する研究機関、研究者が従来の枠組みを超えて相互に協力・連携を図り

ながら研究開発を推進してきました。 
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① サブプロジェクト 1：首都直下地震の地震ハザード･リスク予測のための調査・研究 

  首都圏地震観測網（MeSO-net）による地震観測を継続し、首都圏のより正確な地

下構造、地震動（揺れ）、地震像（場所、規模、頻度）を解明するとともに、都市の

地震災害の姿を予測するための地震被害評価技術の開発を進めています。 

② サブプロジェクト 2： 都市機能の維持･回復のための調査・研究 

  実大三次元震動破壊実験施設（E-ディフェンス）を活用し、都市機能の維持・回復

に資するため、高層ビル等の都市の基盤をなす施設の「完全に崩壊するまでの余裕度

の定量化」及び「地震直後の健全度を即時に評価し損傷を同定する仕組みの構築」に

関する研究を進めています。 

③ サブプロジェクト 3：都市災害における災害対応能力の向上方策に関する調査･研究 

  高い災害回復力を持つ社会の実現に寄与するため、円滑な応急・復旧対応を支援す

る災害情報提供手法の開発及び防災に関する問題解決能力（防災リテラシー）の育成

方策に関する研究を進めています。 

 

この 5 年間の災害を振り返ると、熊本地震をはじめ長野県神城断層地震等、さらに御嶽

山、口永良部等の一連の火山活動、伊豆大島等での豪雨・土砂災害、関東・東北豪雨等、

様々な自然災害が相次ぎ全国各地に大きな被害をもたらしました。このように自然災害が

相次ぐなか、被災市町村をはじめとする実際の災害現場で、研究成果の一部を検証する等

社会実装にむけた研究開発も着実に推進してきました。 

平成 29 年度から 5カ年間の研究開発プロジェクトとして「データプラットフォーム拠点

形成事業（防災分野）～首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト～」を

政府予算案に計上したところですが、これまでの研究成果を基礎に「IoT, ビッグデータ, 

AI」といった新たな技術を取り入れ、地震・防災研究の更なる発展に努めます。 

 

３．おわりに 

最後となりましたが、本プロジェクトの遂行にご尽力頂いた各サブプロジェクトの研究

代表者である平田 直 氏（東京大学地震研究所）、中島 正愛 氏（京都大学防災研究所）、

林 春男 氏（京都大学防災研究所）に深く感謝いたしますとともに、統括委員会を通じて

従来の枠組みを越えた各サブプロジェクトの連携を推進して頂いた前川宏一氏（東京大学

大学院工学系研究科）に深く感謝いたします。また、本プロジェクトに参加頂いた研究者

の皆様、本プロジェクトの遂行を下支え頂いた関係機関の皆様に深く感謝いたします。 

本プロジェクトで得られた新たな知見や研究成果等は、国や地方公共団体、さらには国

民の防災・減災対策に積極的に御活用頂き、防災・減災活動の更なる進展の一助になれば

幸いです。 

 

文部科学省 研究開発局 地震・防災研究課 
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１）東日本大震災後の首都圏の大地震とその災害像 

 

東京大学地震研究所 平田 直 

１．はじめに 

我が国の観測史上最大のマグニチュード９を記録した 2011 年東北地方太平洋沖地震 

（以下、東北沖地震）は、日本列島の広範囲に大きな揺れと大津波をもたらし、未曾有の広

域複合災害を引き起こしました。自然現象としての東北沖地震の影響もきわめて大きく、発

生から６年後の現在においても関東地方の地震活動に影響が続いています。 

サブプロジェクト①「首都直下地震の地震ハザード･リスク予測のための調査・研究」では、

（１）災害軽減策の検討のために、東北沖地震以降の首都圏における新たな地震像を解明す

るとともに、（２）大規模シミュレーション数値解析法を開発し、都市の詳細な地震被害評

価技術を開発しました。以下にこの二つの研究テーマについての研究の成果をまとめます。 

 

２．首都圏に被害を及ぼす南関東での地震の新たな姿 

 東日本大震災を引き起こしたマグニチュード９の超巨大地震、2011 年東北沖地震は、自

然現象としても首都圏に大きな影響を及ぼしています。本プロジェクトでは、首都圏地震観

測網（MeSO-net: Metropolitan Seismic Observation network）の観測データを利用して、首都圏

で地震が発生する場所、地震が発生した時の揺れの強さを規定する地下の構造、プレートの

詳細な構造と 2011 年東北沖地震以降に活発化した地震活動との関係を調べました。また、

東北沖地震発生後の首都圏での地震活動の特徴を抽出し、東北沖地震の影響を受けた首都

圏での地震の起き方を検討しました。一方で、過去に起きた地震の被害を分析して、将来発

生する可能性のある首都圏での地震への教訓を得ました。これらの結果から、将来発生が予

想される首都直下地震の地震像（地震規模、地震発生頻度、発生場所）を示しました。 

 

２－１．南関東の地震像の解明 

「首都直下地震防災・減災特別プロジェクト(2007-2011 年度)」で設置した MeSO-net を本プ

ロジェクトでも維持し、詳細なプレート構造と首都圏での地震発生過程を解明するための

調査・研究を行いました。本プロジェクトでは、特に地震波の伝播時のエネルギー減衰を示

すパラメータである Q 値の三次元的な分布を調べました。地表の地震時の揺れは、地震の

大きさ、震源から観測点まで波が伝播することで減衰する程度、地表での地盤の強弱によっ

て大小が決まります。 

http://www.eri.u-tokyo.ac.jp/project/toshi/project/project.html#shuto
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地盤の強弱は、例えば防災科学研究所の地震ハザードステーション（J-SHIS）の「表層地

盤増幅度」として、全国を 250m メッシュに区切ってデータベース化されています。一般に

かつての海や河川を埋め立てた場所では、地盤が軟らかく揺れやすい場所になっています。

これに対して、Q 値の研究は、このうちの「震源から観測点まで波が伝播することで減衰す

る程度」を調べる研究です。関東地方の地下深部には、２つの海洋プレート（フィリピン海

プレートと太平洋プレート）が沈み込んでいることによって、地震波の伝わり方は複雑です。

一般に、地下の浅いところに比べて深いところでは、地震波の伝わる速さが大きく、あまり

エネルギーが減衰しない性質（Q 値が大きい）を持っています。しかし、かつて海底の浅部

にあった海洋プレートが沈みこむことで、関東地方の深部には速度が遅く Q 値が小さい領

域があります。地震の波がそこを通ると大きく減衰し、近くの観測点で遠くの観測点より波

の振幅が小さくなることがあります。関東では、千葉県北西部の深さ数十 km で発生した地

震の揺れが、千葉市より東京都内で大きくなることがあります。この現象については、これ

まで表層地盤の増幅率だけでは説明できず、地震波の伝わる速さと、地下深部の Q 値の分

布が水平方向に不均質であることが原因と考えられていました。 

本プロジェクトでは、MeSO-net のデータを解析して、首都圏の下の P 波速度、S 波速度、

P 波の Q 値（Qp）、S 波の Q 値(Qs)の三次元的な分布を求めました。その一例を図 1 に示し

 

図 1 首都圏を東西に横切る３つの断面の P 波の Q 値（Qp）と速さ（Vp）分布。 
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ます。フィリピン海プレートと太平洋プレートに対応する領域では、地球規模のスケールで

みると、高速度、高 Q 値になりますが、関東地方くらいの範囲を MeSO-net データを用いた

高分解能画像でみると、実は海洋プレートの最上部は、低速度、低 Q 値の領域となってい

ることが分かります。海洋プレートの最上部には、かつて海底を形成していた海洋地殻があ

り、この部分は現在の深度における周辺のマントルに比べて低速度、低 Q 値となり、図１

に示されるように複雑な分布を示します。これは、海洋プレートの沈みこみに伴って、岩石

が脱水・吸水変成反応を起こし、水が放出されたり、吸収されたりするためです。東京湾の

北部から千葉県北西部の下には、このような低 Q 値、つまり、地震波を減衰させる領域が

太平洋プレートの上に煙突状に分布しています。この領域は、太平洋プレートからの脱水作

用によって放出された水が上昇している可能性があります。これらの研究の成果によって、

千葉県北西部で起きた地震の際に千葉市より東京都内で揺れが大きくなる理由の一つが、

この Q 値の分布にあることが明らかになりました。 

 

２－２．2011年東北地方太平洋沖地震の関東地方への影響 

首都圏の伏在活断層とプレート構造について、制御震源探査や自然地震観測に基づいて

調査し、地殻とプレートの変形をモデル化しました。このために、活断層等の活構造の調査

を行い、既往研究の成果を総合して、首都圏の三次元的な震源断層の総合モデルを構築しま

した。また、関東地方の地下で予想される岩石の高温・高圧下での弾性波速度を測定し、構

成岩石モデルを構築しました。この知見は、「２－１．南関東の地震像の解明」で得られた

地下の 3 次元地震波速度構造、Q 構造の成因を理解するための基礎的な知識となりました。 

2011 年東北沖地震の関東地方への影響を評価するためには、地震時の太平洋プレート上

面のすべりによる弾性的な変形だけでなく、その後に起きる地殻とマントルの粘弾性的な

変形を見積もる必要があります。このために、図 2 のような、日本列島全体の弾性・粘弾性

構造を作り、地震時のすべりとその後の粘弾性的な変形、震源域周辺の余効すべりをモデル

化しました。これを用いて、関東地方の伏在断層におけるクーロン応力の時間変化を調査し

ました。図 3 にその結果を示します。関東地方の伏在断層の多くは、北東または南西傾斜の

低角逆断層です。これらの断層のクーロン応力は負となり、断層運動は抑制されました。し

かし、その特徴から外れる断層（横ずれ、高角、北西または南東傾斜など）では、例外的に

断層運動を促進するように応力が働くことが判明しました。そして、断層運動の予測のため

には、断層の形状とすべり方向を正確に求めることの重要性が改めて明らかになりました。
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図 3 東北沖地震の直後、10 年後、30 年後、100 年後の関東地方の伏在断層上のクー

ロン応力。カラースケールの黄色－赤色は断層運動を促進する応力、水色－青色は断

層運動を抑制する応力を示す。 

 

 

   

 

図 2 2011 年東北地方太平洋沖地震による変形を説明するためのモデル。 
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２－３．首都圏での中小地震と大地震の発生過程における関係性の解明 

2011 年東北沖地震以降、関東地方では地震活動が活発化しました。この地震活動を含め

た関東地方の中小地震の震源を決定して、地震を類型化しました。本プロジェクトで維持・

管理されてきた MeSO-net による検測値データを用いて、2008 年 4 月 1 日～2015 年 2 月 9

日に発生した 2,786 個の地震について、発震機構（メカニズム）解を推定し、カタログを作

成しました。カタログ化した発震機構解は、稠密に展開された MeSO-net に基づくため、特

に首都圏中心部では精度良く決定されています。また、2011 年前後の期間を収録している

ことから、東北沖地震による応力場の時空間的な変化を調査するための貴重なデータにな

ります。このデータを用いた研究の結果、関東地方における地震活動の活発化は、2011 年

東北沖地震による静的クーロン応力変化で大局的に説明できることが分かりました。 

中村・松浦（2011）に加筆

⑤野口村

⑥神奈川宿

①船橋宿

④宝珠院

⑧大田和村

⑨清浄光寺

⑦上宮田陣屋

安政江戸地震に関する関東地方での
被害分布図

②八幡村

③佐貫町

赤字は新たに確認さ
れた被害発生場所

被害あり
目立った被害なし

【千葉県域】

① 船橋宿では家屋の倒潰や死者はない。

② 八幡村では家屋の倒潰はない。

③ 佐貫町では家屋が4～5軒倒潰して死者が

出た。

④ 南房総の宝珠院では小屋が大破し、石塔

が大半倒れた。

【茨城県域】

⑤ 野口村では土蔵が破損した。

【神奈川県域】

⑥ 神奈川宿では、地震直前の総家数から、

家屋全潰率3％、同半潰率6％が判る。

⑦ 三浦の上宮田陣屋では、大部分の建物が

倒潰して死者が出た。

⑧ 三浦の大田和村では、土蔵の屋根瓦が落

下した。

⑨ 藤沢の清浄光寺では、本堂の屋根瓦が落

下した。
 

図 4 本プロジェクトで明らかになった被害分布（村岸・佐竹, 2015; 村岸・他, 2016）。 

 

関東地方で過去に発生した大地震の繰り返しやその複雑性を理解するには、100 年程度に

過ぎない近代的な計器観測のみでは不十分です。日本では過去 1000 年以上にわたって歴史

資料が残されており、これらの調査・分析に基づいて、過去の地震で生じた被害の分布や地

震像を研究することができます。そこで、1600 年以降に関東地方及びその周辺で発生した

被害地震を対象として、『新収日本地震史料』などの既刊地震史料集に所収されている史料

や、新たに収集した史料をデジタルデータ化し、「1703 年元禄関東地震」、「1855 年安政江戸

地震」、「江戸時代に発生した顕著な被害地震」37 地震の３つのデータベースを構築しまし
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た。これらの地震史料データベースはプロジェクトの終了後に公開されます。 

関東地方では、1855 年（安政二年）11 月 11 日に推定マグニチュード７クラスの地震（1855

年安政江戸地震）が発生し、江戸市中に大きな被害を及ぼしたことが史料から明らかにされ

ています。計器観測以降でも、関東地方においてはマグニチュード 7 以上の地震は 5 つし

か観測されていません。そのため、実際に発生した「首都直下地震」の事例の一つとして、

1855 年安政江戸地震の地震像を解明する研究は重要です。しかし、この地震の震源の深さ

については、地表付近という説や、地下 100 km 程度という説があり、どこで発生したかと

いう基本的な事柄は良くわかっていませんでした。そこで本プロジェクトでは、まず、歴史

学で用いられている史料から安政江戸地震に関する記述を収集して、その内容を分析しま

した。次に、地震による被害の発生場所の分布から、そのような被害をもたらす揺れの分布

を推定して、地震がどこで発生したかを研究しました。ここで注意すべきは、被害の発生場

所が多いということは、たいていの場合は揺れが大きいことを意味しますが、そもそも建造

物がなければ被害は発生しません。揺れの広がりを推定するためには、地震発生以前の建造

物の分布状況について把握しておく必要があります。また、ある場所で揺れが大きいからと

いって、その真下で地震が発生したわけではありません。千葉県北西部の地震のように、発

生場所（震央）が揺れの分布の中心にないこともあります。つまり、史料記述の歴史学的な

精査、当時の建造物や社会の特質の理解、現在の地震学の知識を総合して初めて、1855 年

安政江戸地震の姿が再現できるのです。ここでは一例として、1855 年安政江戸地震の被害

に関する歴史学的な研究成果を図 4 に示します。 

さて、現在のところ、このような

知見に基づいて、1855 年安政江戸地

震はどこで起きたと考えられてい

るのでしょうか。直接的な手掛かり

は、1855 年安政江戸地震と同じよう

な揺れの分布を持つ現在の地震を

探すことです。一例を、図 5 に示し

ます。図の左には、1999 年 9 月 13

日の地震（深さ 76 km）による揺れ

の分布を示します。この震度分布の

特徴と、安政江戸地震の推定された

震度分布の特徴が「似ている」と考

えることができました。 

図 5 現在の地震と安政江戸地震の震度分布の比較。

(a) 1999 年 9 月 13 日の地震（深さ 76 km）。フィリピ

ン海プレートと太平洋プレート境界付近の地震によ

る震度分布。(b) 1855 年安政江戸地震の震度分布 (中

村・他、2007 に加筆）。円は“くびれ”を示す。 

“くびれ” 

震度 震度 
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当然、この一例のみで、1855 年の地震と

1999 年の地震が同じ場所で起きたとは言い

切れません。しかし、このようなデータが

蓄積されていくことで安政江戸地震の姿に

迫ることができるのです。 

本プロジェクトでは、史料記述の検討

と、現在の観測データから推定される関東

地方の地下の Q 構造を総合して、1855 年安

政江戸地震の発生場所を検討しました。そ

の結果、図 6 で示したように、安政江戸地

震は活断層で起きるような陸のプレートの

浅いところで発生した地震でも、太平洋プ

レートの上面や内部のような深い地震でも

なく、フィリピン海プレートの内部か、そ

の上面で発生した地震と考えることができ

ます。 

 

２－４．首都圏の過去の地震活動に基づく地震活動予測手法の確立 

2011 年東北地方太平洋沖地震の影響を定量的に評価し、首都圏の中小地震（マグニチュ

ード４以上）の地震発生確率を三次元的に予測する手法として 3D-RI モデルを開発しまし

た。また、この予測結果を統計学的に評価するための手法を構築し、首都圏で発生する地震

の予測に適したパラメータを推定しました。さらに、大地震（マグニチュード６以上）を予

測する方法として、RI モデルによる二次元空間でのパラメータの決定と複数の RI モデルを

組み合わせることにより、予測精度の高度化が図れることを示しました。 

 

３．観測に基づく都市の地震被害評価技術の開発 

MeSO-net で観測したデータと広域都市モデルを用いて、都市の地盤と構造物の揺れを計

算する大規模シミュレーション手法を開発し、都市の地震被害評価技術を開発しました。こ

の手法では、観測と計算の双方のデータを融合させることが重要です。この研究の成果は、

災害対応能力を向上させる施策の検討に利用できます。 

 

３－１．地震動・地震応答の大規模数値解析手法の開発 

巨大地震が発生した際の都市の構造物即時被害予測の精度向上は、事前の被害想定の評

価や実際に地震が発生した際の二次災害の軽減など、都市部における災害軽減に大きく貢

献します。地震発生時における即時の被害推定は、建造物の応答解析を用いて行われるため、

建造物が受ける地震動の特徴を知る必要があります。しかし、首都圏の地震観測網は、MeSO-

図 6 安政江戸地震の震源像。残された可

能性は、フィリピン海プレート内あるい

は上面。 

太平洋プレート

フィリピン海プレート

陸のプレート

 

 

 

 

否定的 
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net でさえも観測点の間隔が平均 5 ㎞程度であるため、すべての建造物が受ける地震波形を

得ることはできません。そこで、実際に発生した地震の観測データを用いて、首都圏の 100

棟規模の建造物が受ける地震動を推定するための「地震動イメージング」技術を開発しまし

た（図 7）。 

 

 

図 7  5-10 秒の長周期地震動のイメージング結果。推定された波動場に観測値（丸点）を重

ねて示してあります。 

 

３－２．大規模数値解析結果の先端可視化技術の開発 

地震被害評価は大規模数値解析の計算結果に基づきますが、これには膨大な量の計算結

果を効果的に可視化することが必須となります。三次元視とマルチスケールが可能な可視

化手法を開発するとともに、応急的な評価に利用可能な高速処理も併せて実現しました。 

 

４．まとめ 

2011 年東北沖地震の影響を受けた関東地方における地震活動を観測し、その変化の原因

について調査・研究しました。その結果、マグニチュード９という超巨大地震によって、関

東地方に地震時の応力変化と、粘弾性緩和による応力の再配分が進行していることが分か

りました。将来どのような首都直下地震が発生するかを理解するために、1855 年安政江戸

地震を事例として取り上げました。地震計のない江戸時代に発生した地震の姿に迫るため

に、史料の収集、精査、現在の地震学の知見との統合を試みました。将来の首都圏で大地震

が発生した際に被害を軽減するためには、どのような被害が発生するかを事前に予測して

備える必要があります。同時に、発生している被害をリアルタイムで「推定」して、迅速に

対応する必要があります。そのための手法の一つを提案しました。 
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２）都市施設の崩壊余裕度と健全度判定 

 

京都大学防災研究所 中島 正愛 

 

１．はじめに 

 本サブプロジェクトでは、実大三次元震動破壊実験施

設(Ｅ－ディフェンス)を効果的に活用し、想定を上回る

大地震に対する都市基盤施設の被害推定と、地震後の事

業・生活の維持および速やかな都市機能の回復に向けた

研究に取り組みました。Ｅ－ディフェンスは、旧科学技

術庁が兵庫県南部地震における被害を受けて建設した

世界最大の振動台です(図 1)。 重さ 1,200t の構造物を震

度 7 の地震動で揺らすことができます。 

 

２．研究の目的と方針  

観測史上最大規模の東北地方太平洋沖地震は、未曾有の大被害をもたらしました。震度 5 

強以下の首都圏でも、長時間の長周期の揺れや湾岸域での液状化の発生、高層建物等での

什器類の転倒とエレベータ停止、鉄道の運行停止、道路の大渋滞、多数の避難民・帰宅困

難者の発生、石油タンクのスロッシング、ライフラインの長期間停止等によって、事業や

生活の継続に甚大な支障を来たし、大都市がいかに脆弱であるかが浮彫りになりました。 

今回の大震災では数多くの教訓が得られましたが、なかでも「想定を上回る地震動に対

する対処」、「事業や生活の継続と速やかな回復」は切実です。これらに対する工学的見地

からの処方箋として、「高層建物等都市の基盤をなす施設が完全に崩壊するまでの余裕度の

定量化」と「都市基盤施設の地震直後の健全度を即時に評価し損傷を同定する仕組みの構

築」を達成すべく、本サブプロジェクトを企画しました。 

本サブプロジェクトでは、都市施設の中核で生活や事業の基盤となる中高層建物を主な

対象とし、大別して 3 つの研究テーマに取り組みました。各テーマの研究方針は以下の通

りで、研究項目の概要と相互の連携関係を図 2 に示します。 

(1) 中高層建物の崩壊余裕度定量化 

企業の本社機能の多くを占める高層鉄骨造建物や都心のマンションに多用される RC 造

建物が、想定を上回る地震動を受けた際の損傷の進展と崩壊までの余裕度を、部分構造物

の構造実験、建物全体の大型振動台実験、高度数値解析から明らかにしました。また得ら

れたデータを用いて、揺れの大きさと被害の関係に対する定量的評価法を整備しました。

本テーマでは対象とする建物に則して、下記の２つの研究項目について検討を進めました。 

(1)-1 鉄骨造高層建物の崩壊余裕度定量化、(1)-2 RC 造建物の崩壊余裕度定量化 

(2) 建物の健全度モニタリング 

建物の揺れを検知するセンサ群、センサデータ転送システム、センサデータに基づいて

図 1  E－ディフェンスの震動台 
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損傷度合を即時に評価する健全度モニタリングシステムを開発し、それを振動台実験に適

用することで、各システムの妥当性を検証しました。 

また研究の最終段階では、地盤－基礎－建物連成系を対象とした大型振動台実験によっ

て、有効性を検証しました。本テーマではモニタリングの対象に則して、3 つの研究項目に

ついて検討を進めました。 

(2)-1 建物のモニタリング (上部構造)、(2)-2 建物のモニタリング (地盤) 

(2)-3 建物のモニタリング (連成システム) 

(3) 地盤－基礎－建物系の応答評価 

地震波が地中深くから表層地盤に伝わり、建物の基礎に到達して建物を揺らすメカニズ

ムの実記録を、地中、表層地盤と建物に配した観測システムから収集し、得られたデータ

から地盤－基礎－建物連成系の解析技術を向上させ、より高度な連成系応答評価法を整備

しました。 

また、地中に設置したセンサを用いることで建物健全度モニタリングシステムの高度化

を図り、その精度を(2)-3 連成システムの大型震動台実験で検証しました。なお、地震観測

については、サブプロジェクト 1「首都直下地震の地震ハザード･リスク予測のための調査・

研究」で展開されている首都直下地震観測網 MeSO-net とのデータ共有を図っています。 

図 2 研究項目の概要と相互の連携関係 

 



13 
 

３．研究成果 

３－１．中高層建物の崩壊余裕度定量化 

(1) 鉄骨造高層建物の崩壊余裕度定量化 

 本研究では、都市部における事業の基

盤である鉄骨造高層建物を対象として、

実物を1/3に縮尺した18階建て試験体に

よる大型振動台実験を行いました。それ

が、想定を上回る地震動を受けた際の損

傷の進展および崩壊に至る過程を明ら

かにして、崩壊余裕度の定量的評価法を

構築することを目指しました。図 3 に崩

壊に至った試験体の写真を示します。 

図 4 は、崩壊余裕度および健全度評価

の考え方を示したもので、縦軸は地震力を横軸は建物の変形を表しています。この図にお

いて、図 3 の写真は④の状態に相当しますが、それより前の③が崩壊点です。地震で建物

が構造的損傷を受け、耐震安全性の観点で継続使用不可の状態を崩壊点と定義しました。

この崩壊点は数値解析に基づき、余震を考慮して層間変形角を指標として算出します。 

図 5 の評価フローに示すように、建物の耐力ピーク後の劣化(図 4 中における右下がりの

負勾配)を考慮した地震前の解析により、建物の荷重と変形の関係、①安全（軽微損傷以下）、

②要注意（健全度低下）、③危険（余震により崩壊の危険性あり）の健全度区分、および前

述の崩壊点を事前に決定します。 

地震発生後には、建物に設置した加速度センサに

よる健全度モニタリング結果に基づき、応答点（最

大応答層間変形角）を評価して、崩壊余裕度の算出

と健全度判定を即時に行います。 

 スケルトンカーブ

応答点

崩壊点

安全 要注意 危険

図 4 崩壊余裕度評価と健全度判定 

耐震設計

崩壊余裕度評価用解析モデル構築

地震応答解析

スケルトンカーブと崩壊点算出

健全度区分

地震
（モニタリング）

応答点算出

崩壊余裕度算出 健全度判定

健全度判定システム

図 5 評価フロー 

(a) 試験体全景 

(b) 梁下フランジの破断 

(c) 1 階柱脚の局部座屈 

図 3  E－ディフェンス振動台実験での崩壊挙動 
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(2) RC 造建物の崩壊余裕度定量化 

本研究では、想定を超える地震力を受けた時の鉄筋コンクリート造建物の挙動や地震後

の建物の状態を実験および高度数値解析によって調べ、さらに、地震後に建物があとどれ

くらいの余震に耐えうるか(崩壊余裕度）を判定する手法

を提案しました。Ｅ－ディフェンスでの振動台実験では、

図6に示す現行の設計基準に準じた6階建てのマンショ

ン(耐震壁付きラーメン構造)が直下型地震を受けたこと

を想定して、試験体が崩壊するまで揺らしました。この

振動台実験で得られた結果や、耐震壁などの建物の一部

分に着目した要素実験、ならびに高度数値解析(図7)を通

じて、崩壊余裕度評価手法を検討、提案しています。 

研究では、図8に示すように最大の余震を考慮して、2

度の連続した地震動を受けた時に建物の揺れ(応答)が建

物固有の「崩壊点」に到達する場合の地震動を、崩壊地

震動と定義しています。(図3は振動台実験の試験体を対

象にした検討例で、JMA(海洋気象台)神戸波120%入力が

崩壊地震動となりました)。 

崩壊余裕度は、経験地震動あるいは設計地震動の強さ

に対する崩壊地震動の強さの比、として表されます。 

 

   

 

 

 

 
図 8 崩壊地震動と建物の応答の例 
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図 7 崩壊時の試験体と FEM 解

析および耐震壁に着目した実験 

図 6 Ｅ－ディフェンス実験と試験体 
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３－２． 建物の健全度モニタリング 

(1) 建物のモニタリング (上部構造) 

近年、建物管理者には、大地震直後に建物の健全度を適切に把握し、速やかな安全確保

と継続使用判断等の意思決定が求められています。本研究では、これを支援する建物の健

全度評価法を検討、提案しています。 

様々な建物健全度評価手法のうち、ここでは最も実用化に適する方法として、建物内に

数台の加速度センサを設置し、地震直後にそのデータを即時に自動処理し、健全度指標と

して地震時の最大層間変形角などを算出する手法を主に取り上げました(図 9(a))。なお、健

全度評価法をシステム化し実建物に設置する際は、センサ等の機器の設置場所・方法など

様々な点に留意が必要です。また、センサの設置個数や設置階などは、建物の階数や対象

とする変形レベル等に応じて、適切に設定する必要があります(図 9(b))。本研究では、これ

らの点についても検討を実施しました。 

健全度評価法の検証を目的に、本プロジェクトで実施した、鉄骨造および鉄筋コンクリ

ート造建物の E－ディフェンス振動台実験（3-1 項参照）に、健全度評価システムを適用し

ました。実験では、健全度評価結果が「安全」から「危険」に至る各段階において、評価

法が有効に機能することを確認しました(図 10)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安  全 

 

要注意 

 

危  険 

pSv=40cm/s pSv=110cm/s 2 回目 pSv=300cm/s 

(a) センサ配置 (b) 健全度指標（最大層間変形角）と判定結果 

図 10  鉄骨造 18 層試験体による振動台実験での検証例 
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(a) 健全度評価システムの一般的構成 (b) センサ設置数の目安 

図 9  建物健全度評価システム 
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(2) 建物のモニタリング (地盤) 

大地震後には、出来るだけ早く建物の健全度を適切に把握することが重要ですが、杭基

礎などは地中に埋もれているため、調査に多くの時間と費用を要します。そこで、杭の傾

きを計測できる傾斜計や、杭のひずみを連続的に測定できる光ファイバなどを用い、杭の

健全度を即時判断するモニタリングシステムを開発しました。さらにシステムの精度検証

を目的として、E－ディフェンスを活用した振動台実験を実施しました。実験では、モニタ

リング対象とした地中の鉄筋コンクリート杭の健全度をシステムによって迅速に評価し、

その有効性と判定に必要な閾値を確認、設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造物

 傾 斜 計

光ファイバ

RC杭 鋼管杭

沈下計

高精度
温度計

振動センサ

発振子

表 2 試験体の健全度を適切に判定するために必要な閾値例 

A B C
損傷なしまたは軽微な
損傷,継続使⽤可能

中程度の損傷,
補修後使⽤可能

著しい損傷,
使⽤不可能

傾斜計 残留傾斜⾓Rp Rp<1/300 1/300≦Rp<1/75 1/75≦Rp

光ファイバ 残留ひずみεR εR<2000 2000≦εR<4000
4000≦εR

光ファイバ破断

構造物 傾斜計 残留傾斜⾓Rf Rf<1/300 1/300≦Rf<1/75 1/75≦Rf

総合判定 杭と構造物の残留傾斜⾓および光ファイバによる残留ひずみのうち、厳し
い⽅の評価結果を採⽤

健全度判定区分

杭

対象 センサ 測定データ

図 11 杭基礎のＥ－ディフェンス実験 図 12 杭頭部のモルタル圧壊状況 

表 1 主な加振ケースの結果概要 
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(3) 建物のモニタリング (連成システム) 

東北地方太平洋沖地震では、建物の被害は限定的であったにもかかわらず、基礎が損傷

を受けたことにより建物に傾斜あるいは沈下が生じたと想定される建物が見られました。

建物の健全性をモニタリングするためには、上部構造だけでなく基礎、地盤を含めたモニ

タリングシステムの構築が必要です。そのため、前述のモニタリングの検証データを得る

ために、地盤-基礎-建物連成系を対象とした振動実験を行いました。 

振動実験に先立ち、杭基礎の耐力と変形性能の把握を目的として、PC 杭 4 本からなるフ

ーチングについて静的載荷実験を行いました。また、振動実験では 2 段階加振を行いまし

た。1 段階目はフーチング上に設置した S 梁をフリーにした状態で連成系加振（ステップ 1）、

2 段階目はストッパーにより S 梁を土槽と緊結して基礎固定加振（ステップ 2）を行い、各

加振レベルにおいて貴重なデータを取得し、モニタリングの検証データを蓄積しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 13 連整のＥ－ディフェンス実験 

 

図 14 予備実験の試験体概要 図 15 杭-地盤系の荷重-変形関係 図 16 連成系加振での破壊状況 
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表 3 連成系加振(ステップ 1)の損傷状況 
波形名 

震動台加速度

(cm/s2) 

上部構造の層間変形角

(損傷状況) 
杭-地盤系の状態 

内山波 20% 31 1/9140 弾性 

内山波 60% 91 1/2270 弾性～ひび割れ 

内山波 100% 180 1/1310 ひび割れ 

内山波 200% 410 
1/700（梁端と 1F 柱脚に

曲げひび割れ） 
降伏歪、圧壊歪 

内山波 300% 680 
1/570（梁端と 1F 柱脚に

曲げひび割れ） 

耐力低下、 

軸力保持喪失 

図 17 杭-地盤系の荷重-変形関係 
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基礎の水平変位(mm)
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PC杭が降伏歪と圧
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だし沈下や残留変

形なし

表 4 基礎固定加振時の建物の損傷状況 
波形名 

震動台加速度

(cm/s2) 
上部構造の層間変形角(損傷状況) 

内山波 60% 97 1/1290 

内山波 100% 180 1/680 

内山波 200% 420 1/200（1F,2F 梁端降伏） 

内山波 300% 690 1/100（1F～3F 梁端、1F 柱脚降伏） 

内山波 400% 960 1/68（1F～3F 梁端、1F 柱脚降伏） 

内山波 500% 1200 1/47（1F～3F 梁端、1F 柱脚降伏、圧壊） 

 
図 18 建物の層せん断力-層間変位関係 
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３－３． 地盤－基礎－建物系の応答評価 

実際の建物の地震応答評価においては、地盤－基礎－

建物の連成効果を適切に評価する必要があります。本研

究では、地震直後の建物の健全度判定システムへの適用

を目的とした、地盤－基礎－建物連成系応答評価手法に

ついて整理しています。この評価手法については、地中、

表層地盤、建物の基礎部と頂部に配置した地震計から収

集した、実建物における地震観測記録によって検証を実

施しています（図 19）。 

表 5 に想定する評価法適用先と適用範囲をまとめてい

ます。本評価手法は、設計時には一般的に時刻歴応答解

析を求められない中小規模の建物を対象としており、三

次元 FEM 等の高度数値解析技術を有しない技術者が地

震後の建物健全度評価を実施する際に、地盤－基礎－建

物連成系が評価できるよう、簡便なものとしています。

そのため、本手法の精度は、高度な応答解析手法等に比

べると、必ずしも高くありません。 

図 20 には応答解析手法の概要を示します。解析モデ

ルは、図 20(a)に示すように、建物は質点系

でモデル化し地盤との相互作用はスウェイ

－ロッキングばねによって評価します。 

この地盤ばねは、地震入力による地盤非線

形化の影響を考慮しない場合、PS 検層等か

ら得られる初期地盤物性から、日本建築学会

が提案する略算式等に基づいて算出するこ

とができます。しかし、地震入力が大きくな

ると、地盤非線形化の影響を考慮する必要が

あります。本研究では、初期地盤物性から算

定される地盤ばねに、影響係数αを乗じるこ

とで地盤非線形化の影響を評価します。この

影響係数αは、図 20(b)に示すように入力地

震動のレベルによって変化する算定式を用

いて算出します。研究では、基礎種別や地盤

種別ごとにこの影響係数α算定式を示して

います。 

 
(a) 地震観測の実施 

 
(b) 解析精度の確認 

図 19 地震観測システムによる解
析技術の検証 
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表 5 想定する適用先と適用範囲 

適用先 地震被災直後の建物の健全性評価，継

続利用の可否判断 
使用者 高度な数値解析技術を持っていない

構造技術者 
適用範囲 中小規模の建物 

・鉄骨造および RC 造 
・直接基礎および杭基礎 
・高さ 60m 以下 

 

 

(a)SR モデル (b)αの算定式イメージ 

図 20 地震観測システムによる解析技術の検証 

 

α
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基礎種別，地盤種別ごとに
設定された算定式
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３）大規模被害の発生を前提とした災害からの回復力の向上 

 

京都大学防災研究所 林 春男 

 

１．はじめに 

 このプロジェクトは、「都市災害における災害対応能力の向上方策」に関する研究をして

います。「都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト」の三つあるサブプロ

グラムの一つで、社会科学的な側面を担当しています。2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋

沖地震をきっかけに始まったこのプロジェクトは、大規模な被害の発生が予想されます都

市域を襲う地震災害、とりわけ南海トラフ地震や首都直下地震による被害を極小化して、高

い災害回復力を持つ都市の実現を目指しています。 

 具体的には、ICT 分野で開発されている新しい要素技術を使い、円滑な応急対応や復旧・

復興を支援できる情報処理基盤を作ること、それを活用したさまざまなコンテンツを開発

して、自助力・互助力・共助力・公助力を高めることが目標です。 

なぜこうした研究が必要かといえば、わが国の現在の防災力では巨大災害を完全に抑止

できないからです。それならば、少しでも被害を減らす努力をすること、主要な社会機能に

は高い事業継続能力を持たせること、それ以外については速やかな復旧・復興を実現させる

こと、これら三つの目標を同時に実現できるように「災害をのりこえる力」を高めること目

標にすべきです。この力を災害レジリエンスとよびます。 

 それから現在行政が防災の主役と考えられがちですが、どう考えても公助力には限界が

あります。それを補うのが自助・互助・共助であり、その力を高めるために私たち一人ひと

りの防災力（＝防災リテラシー）を高めることが、災害レジリエンスを高める上で必要だと

考えています。 

 

２．東日本大震災から学ぶべき災害対応におけるインターネットの重要性 

 東日本大震災で象徴的だったのは、インタ

ーネットがマスコミに代わって災害情報の主

たる情報源になったことです。この事実を踏

まえれば、防災分野としてインターネットを

もっと上手に使っていく必要があり、自助・

互助・共助・公助を高めるためのインターネ

ットの利活用法の開発が求められています

（図 1）。 

インターネットは 21 世紀の革命です。マス

コミは 20 世紀の革命であり、それによって

「情報接触権」が開放され、誰もが同じ情報

災害対応におけるインターネットの力

• インターネットがマスコミに入れ替わって災害情報の
主たる情報源となる

• マスコミの役割の相対的な低下

• マスコミは“Big Picture”を提供し、デジタルディバイドを埋めるた
めのメディア

• Iインターネットは「情報発信権」の解放
• 防災機関は情報発信源の「ひとつ」に過ぎない

• ソーシャルメディアの台頭：例 Twitter

• 情報システムから情報サービスへのパラダイムシフト
• クラウドサービスの普及

• オープンソースからオープンアクセス

• G空間情報の果たす役割の増加：GPS＋GIS
• 脱PC → スマホ・タブレットの普及（GPS付移動体端末）

• マッシュアップ

図 1 災害対応におけるインターネットの力 
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に接することができるようになりました。だから、ブロードキャスト（Broadcast）なのです。

それまでは特定の者に限られていた情報開示が、大衆化されました。これがマスメディアの

大きな功績です。それでも発信する権利は特定の人だけが握っていたので、「第 4 権力」と

いう言い方をされていました。 

 しかし、インターネットは「情報発信権」を開放しました。これまで防災機関はマスコミ

にとって情報源として特別な地位を占めていましたが、だれもが情報を発信できるように

なると、防災機関は単なる情報発信源のひとつに過ぎなくなり、特別な地位を失いました。

いいかえれば、行政機関が今後どのような情報提供をすべきかを改めて考え直す必要が出

てきました。 

インターネットの普及とともに、クラウ

ド技術を使うことで情報システムから情報

サービスへのパラダイムシフトが起きてい

ることにも着目すべきです。クラウドの世

界では、SaaS・PaaS・IaaS という呪文のよう

な言葉があります（図 2）。昔の情報システ

ムでは全部を自前で持っていなければなり

ませんでした。ハードウエア・OS・アプリケ

ーションの 3 層構造が全て必要でした。クラ

ウドの世界では、ハードウエアだけ借りるのが HaaS／IaaS（Infrastructure as a Service）で、

例えば Amazon のディスクスペースを借りる場合です。OS まで使わせてもらうのが PaaS

（Platform as a Service）です。アプリケーションまで使わせてもらっているのが SaaS

（Software as a Service）です。SaaS の典型が Google の G メールやカレンダーで、利用者は

そこに自分のコンテンツを入れるだけです。私たちが目指しているのは、防災分野で SaaS

としての情報サービスを提供することです。 

 インターネットで着目すべき第 3 の点は G 空間情報の普及です。現在世界に約 25 億台あ

るといわれる ICT 端末の 8 割はスマートフォンです。スマートフォンには GPS が付いてお

り、移動している人たちがその時自分がいる場所で必要となる具体的な詳細情報を出すこ

とが可能になったのです。マスメディアにも地域メディアにもできなかったスマホが持つ

新しいこの機能を、どのように活用できるかがこれからの防災の死生を制すると考えるべ

きです。 

 

３. このプロジェクトが目指したもの 

このプロジェクトでは、インターネットを情報処理の中心に置いたときの新しい防災情

報処理の姿を総合的に検討しています。災害時の行政による支援は決して十分とは言えな

いわけですから、最後は私たち一人一人の力にかかっています。情報システムではなく情報

サービスの時代になった今、自分たちが災害に立ち向かえるだけの能力（防災リテラシー）

図 2 クラウドコンピューティング 
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を向上させるためのインターネット活用

の可能性を考えました。 

それを武器に、来るべき南海トラフ地震

や首都直下地震に備えることを念頭にお

いて研究を進めました。 

 今回のプロジェクトを開始する際に気

を付けたもう一つのことは、最終年度に

どういう成果が出るかを初年度からお約

束することです（図 3）。従来の研究では、

最初の 4 年間は何をしているのかよく分か

らず、最後の 1 年に結果が出るのが通例で

した。このプロジェクトでは研究参画者が

最終成果物を常に意識するように、初年度

からホームページに最終成果物を五つの箱

として表示しました。以下、順に紹介しま

す。 

 

４．SIG：「都市防災研究協議会」 

図 3 一番左の SIG は「都市防災研究協議会」です（図 4）。まだわが国の災害では経験し

てはいないものの、南海トラフ地震や首都直下地震級の国難ともいえる大規模災害が起こ

った場合に問題になりうる新しい課題を産官学民が集まって考えることを目的とした研究

活動です。「経済」「政策」「危機対応」の３つの分科会を設けました。「経済」分科会では、

都市や産業集積地で発生する大規模災害によってもたらされる経済的な影響についてシナ

リオとして把握することにより、災害対応や復興施策の前提条件を明らかにするとともに

民間部門における BCP などで考慮すべき経済的な脆弱性について検討しました。「政策」分

科会では、阪神・淡路大震災や東日本大震災

等を通じて、巨大災害に対する大都市の脆弱

性の克服が重要な課題となっていることを

踏まえ、その課題解決に資するため、巨大災

害対策法制のあり方について検討しました。

「危機対応」分科会では、巨大災害の災害対

応では、行政だけでなく民間も含めて災害対

応体制の標準化が行われていることが重要

であるという認識にもとづいて、行政・民間

を含めた防災担当職員の災害対応能力の向

上を目指し、TIEMS 日本支部と共同して、標

Goal : 本研究が目指すもの

大規模な被害発生が予想される南海トラフ地震及
び首都直下地震による被害を最小にとどめ、高い
災害回復力を持つ都市の実現を目指す。

→ICT 分野での新しい要素技術を利活用して、円
滑な応急・復旧対応を支援する災害情報を提供
するためのシステムの構築

→自助・互助・共助・公助力を高めるための防災
リテラシーの向上方策の検討

図 3 本研究が目指すもの 

図 4 都市防災研究協議会 
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準的な災害対応体制に関する情報共有のプラットフォームの構築について検討しました。 

 

５．GPO：「ジオポータルオンライン（Geo-Portal Online） 

ジオポータルは Web-GIS 上に、地理空間

情報をキーにしながら、さまざまな情報を統

合するシステムです。そこに各人や各組織が

持つコンテンツを登録して、必要に応じて組

み合わせて使うことを可能にしています。こ

のプロジェクトでは、研究参画者にジオポー

タルオンラインを自分の研究成果を公表す

る手段として使うようにお願いしました。同

時に、任意の場所で任意の季節や時間で任意

の規模の地震を発生させ、その被害を予測す

る「あなたのまちの直下型地震」というサイ

トも公開しています（図 5）。 

「あなたのまちの直下型地震」では基本的

な被害推定の仕方は同じですが、一般利用者

向けと、防災担当者向けに分けて情報を提供

しています。一般向けでは、自分の好きな場

所に、マグニチュード 7 クラスまでの直下地

震を、任意の深さで設定ができます。そのと

きの揺れはどうなるかから始まって、引き起

こされる基本的な被害状況の空間分布と規

模を順に学んでいく形をとっています。目的

としているのは、地震災害に対する「わがこ

と意識」の醸成です。自分のいる場所の直下

で地震が起きたときに何が起きるのかを、手軽

に知っていただくためのものです。防災担当者

向けには、入手できるデータをタブ化しました。順に学んでいくことも可能であると同時に、

自分が見たいものがはっきりしていれば、そこに直接行ける形式になっています。 

2016 年熊本地震の震源位置でマグニチュード 7.3 の地震を 10 キロの深さで与えた場合の

結果を例にすると、震度の分布、建物の倒壊棟数の推定、火災の発生予測、人的被害の発生

の予測、道路の閉鎖状況の予測、電力被害、ガス被害、上水道の被害、下水道の被害、とい

ったライフラインの機能停止の状況、それから熊本地域の大企業あるいは中小企業での事

業継続の状況、それをさらに製造業と非製造業に分けた形での集計が得られる仕組みにな

っています。 

図 5 あなたのまちの直下型地震 
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６．HUB：「防災リテラシーハブ」 

HUB は防災リテラシーハブのことで、

インターネット上にあるさまざまな防災

関連情報を収集・整理するポータルサイト

であり、防災情報の統合を考える場の提供

を目指しました（図 6）。現在 3500 を超え

るウェブサイトが収集され、分類されてい

ます。 

リテラシーハブのコンテンツは、災害対

応に従事する人が使う場合もあれば、一般

の人々が被災者として、あるいは応援者と

して使う場合もあります。災害の度に「ま

さか自分がこのような目に遭うとは思わなかった」と言う人が今でも大勢います。こうした

ことがないように、現在の防災行政サービスのあり方を提供する側も受け取る側も正しく

理解し共通の認識を持つことが、防災リテラシーの出発点です。 

 本来は、平時から防災について理解を深めておくべきだと思いますが、そのような人はほ

とんどいません。必要になって初めて人は勉強するという実情を考えれば、災害が起きた時

にアクセスでき、短時間で理解できる構造にしなければ、いざというときに役立つ仕組みに

なりません。 

防災リテラシーハブのもう一つの重要

な機能は、防災に関連する情報を整理する

ためのメタデータを付与する機能です。防

災に関連してさまざまな情報源から発信

されるさまざまな情報を有効に利用する

ためには、情報を整理するために情報が必

要です。これをメタデータと呼んでいま

す。リテラシーハブにはメタデータを簡単

に付与する機能を設けました。Design Trend 

Press（DTP）と名付けています（図 7）。あ

らゆる情報を一カ所に集めるのは現実的ではありません。いろいろな情報がいろいろな場

所にあり、それらがどこにあるのかを整理し、データの相互活用が可能になるように管理情

報をつける仕組みとしても防災リテラシーハブは利用できます。今後もっとうまく利用し

ていくための技術を開発する必要がありますし、できればこの資産を長く継承したいと思

っています。 

 

 

図 6 防災リテラシーハブの利用シーン 

図 7  Design Trend Press（DTP） 



24 
 

７．MMS：「マイクロメディアサービス（Micro-media Services）」 

 マイクロメディアサービスは情報端末

の中でもっとも多数を占めるスマートフ

ォンを対象として、それを基盤とした防災

情報のあり方を考える課題です。GPS 付の

移動端末を使った防災情報の送受信の仕

組みのあり方をテーマに考えています。今

そこで必要とされる個別情報を受信する

レシーバーとしてスマホの利用法を考え

るだけでなく、スマホを人間センサーとし

てとらえ、その情報発信機能を利活用して

新しい付加価値を生むことを考えました

（図 8）。 

 

８．ShakeOut：「シェイクアウト」 

 科学的な地震災害シナリオに基づく防

災訓練の実施を普及させる目的で、一斉防

災訓練、シェイクアウトを広めてきまし

た。地震の揺れでけがをしないことが地震

災害からの立ち直りの第一歩です。そのた

めには揺れが来たら、身を低くして、頭を

守って、揺れが収まるまでじっとしてい

る、という小学校で教える安全確保のため

の基本動作を徹底することです（図 9）。 

しかし、大人に同じことができるか

というと、何十年もやったことがない

ため、極めて惨めな結果になります。な

らば老いも若きも実際にやってみる場

を作ろうというのがシェイクアウトで

す。従来の防災訓練は防災関係機関が

一堂に会することが主眼であり、地元

住民はにぎやかしのために何十人か招

かれるのが実情です。これでは、少しも

住民の防災リテラシー向上にはつなが

りません。 

 シェイクアウト訓練ができるように

図 8 マイクロメディアサービス

図 9 安全確保行動 1-2-3 

図 10 座間市の取り組み 
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なったのも、インターネットのおかげです。わが国でもっとも上手にシェイクアウトを使っ

ているのは神奈川県座間市だと思います（図 10）。市の防災ボランティアと市役所が連携し

て、毎年 1 月 23 日のシェイクアウト訓練を年間の防災活動の中に組み込んでくれました。

その日に向けて 1 年かけて訓練や講演会を有機的に組み合わせ、みんなが当日を期待して

いくわけです。その間シェイクアウト参加者は一人一人登録していき、集計結果はインター

ネットで時々刻々見ることができます。今では 13 万人の人口のうち 5 万人が登録するイベ

ントになりました。行政から頼まれて受け身で参加するのではなく、自らの意志で能動的に

参加し、自分たちの創意工夫で頑張ることがシェイクアウトの特徴です。できるだけたくさ

んの人に参加してもらうために、どこにいてもその時刻一斉に身を低く、頭を守り、じっと

してくれればいいのです。 

 2012 年に始めたシェイクアウトは、その後順調に参加者が増えて、昨年の年間の参加人

数は 650 万人に達しました。この調子で行くと今年は 700 万人に達する勢いです（図 11）。 

 

９．研究成果の社会実装 

 以上の例が示すように、インターネッ

トは防災分野でいろいろな形で使われ

ています。最後に、研究成果がどのよう

に実際の災害対応に役だったかを、2016

年熊本地震の際の生活再建支援システ

ムの活用を例にご紹介します（図 12）。 

 生活再建支援システムは首都直下プ

ロジェクト以来ずっと開発を続けてきて

います。このプロジェクトでは防災リテ

168,601 
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図 11 シェイクアウト参加者数の推移 

図 12 生活再建支援システム    
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ラシーハブの主要コンテンツの一つとして、応援に駆けつけた行政職員を研修するための

プログラムの開発を行ってきました。 

災害対策基本法が 2015 年に一部改正され罹災証明の発給は市町村長の義務、被災者台帳

は市町村長が作ることができる規定になり、法的な根拠も明確化されました。それを背景に、

たくさんの人を動員した建物被害認定調査の実施、調査結果のデータベース化、罹災証明の

発給、それを最初で最大のチャンスにして作成された被災者台帳に基づいて一元的で連携

のとれた生活再建の実現、という仕組みを 2004 年以来継続的に研究し能力の向上を図って

きました。 

 2016 年の熊本地震で被災した 19 の市町村で共同歩調をとって、クラウドサービスを活用

して建物の被害調査、調査結果のデータベース化、罹災証明の発給、被災者台帳による生活

再建のための活動を、全国からの応援職員とともに実施するところまで来ています（図 13）。 

 

図 13 2016 年熊本地震での生活再建支援システムの利用実績 
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４）サブプロジェクト相互の連携 

 

東京大学地震研究所 酒井 慎一 

１．はじめに 

個々の研究プロジェクトは、その研究分野の最先端を切り開くことを重視したものが多

く、異分野間の交流はあまり積極的に進められてきませんでした。この「都市の脆弱性が

もたらす激甚災害の軽減化プロジェクト」で目指すものは、災害を減らすことです。地震

による災害は、大きな地震によって引き起こされる揺れや地面の変動により、社会に内在

する脆弱性が顕在化することで引き起こされます。特に、多くの機能が集中・高度化し、

我が国の政治経済活動の中枢を担っている首都圏をはじめ都市部では、災害に対する脆弱

性が内在しており、予期せぬ大災害へ拡大するおそれのあることも否めません。災害の軽

減という課題には、都市の脆弱性に関連する多岐にわたる問題が相互に関係しながら存在

しており複雑な状況です。一つの問題を解決しようとすると、新たな別の問題が生じてし

まい、一筋縄ではいかないことが多いのです。 

そこで、このプロジェクトでは、理学・工学・人文社会科学といった様々な分野の研究

者が最新の研究成果を持ち寄って、お互いに連携をとりながら課題に総合的に取り組むこ

とにしました。具体的には、３つのサブプロジェクト相互の協力・連携を図り、研究成果

の社会還元の推進に努めるため、サブプロジェクトの研究者等からなる本プロジェクト全

体を統括運営する統括委員会を設けて、異分野間の連携を強力に推進しました。 

 

２．建築物設置地震計データの共有 

サブプロジェクト①では、首都圏の 296 地点に地震計（MeSO-net）を設置し、地震発生

時の揺れを観測しています。MeSO-net の主な狙いは、首都圏下のどこでどのように地震が

起きているのかを明らかにすることですから、社会活動による地表付近のノイズをなるべ

く減らすために、地震計は地下 20m に設置されています。 

一方、サブプロジェクト②では、建物の崩壊余裕度の検証や迅速な建物被害状況の把握

が主な研究目的なので、建物の揺れを理解することが重要になります。これまで多くの研

究では、建物に入射する地震波を仮定して建物の構造計算や応答解析に用いていました。

しかし、実際に地下を伝播する地震波は、地下構造、地盤や建物の基礎構造など、様々な

要因により、仮定した地震波と異なる挙動を示します。ゆえに、ある建物に対して、地盤・

建物に入力する地震波と建物の揺れの記録を同時に取得して解析することが必要です。 

そこで、地下 20 m に地震計が設置されている MeSO-net 観測点のすぐ近傍にある建築物

と地表面に地震計を取り付け、地震波の同時観測を行いました。地下を伝わる地震波は、

地下 20 m の地震計を揺らし、その後、地表に設置された地震計を揺らします。さらに、地

表に到達した地震波は、建物を揺らして、１階の地震計、そして最上階を揺らします。この

ようにして得られた観測データは、地盤－基礎－建物から成る連成系を総合的に捉えた解
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析に用いられ、これまでの解析手法の有効性に関する検証に利用しました。また、個別の

建物に対して、連成系応答評価法の高度化について新しい知見が得られました。 

 

３．建物被害状況の共有 

 地震災害の発生直後から、建物管理者には、大地震直後に建物の健全度を適切に把握し、

速やかな安全確保と継続使用判断等の意思決定が求められます。サブプロジェクト②では、

実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）において実施した、高層鉄骨造建物（高

層オフィスビルを模擬）、鉄筋コンクリート造建物（マンション棟の集合住宅）、杭基礎構

造、地盤－杭基礎－建物連成系などの振動実験における試験体損壊状況、及びサブプロジ

ェクト②が開発し上記の試験体に配した健全度システムの即時判定結果を、サブプロジェ

クト③に提供しました。特に建物の損傷に関しては、実際の地震災害と同じように「応急

危険度判定」および「被災度区分判定」を試験体に対して適用し、それらの評価とプロジ

ェクトで開発したセンシング技術に基づく建物健全度即時判定の対応関係を共有しました。

これらの技術や知見は、地震災害現場における建物の健全度判定精度の向上、広域被害地

区における効率的な診断の支援、罹災証明発行の迅速化等に資するものであり、将来広域

で利用されることが期待されます。 

 また、サブプロジェクト①における大規模数値解析に用いる個別建物シミュレーション

の高度化に資するべく、サブプロジェクト②で実施した地盤－基礎－建物連成系応答に関

するデータや解析結果を提供しました。具体的には、共同運用している MeSO-net 建物観測

点のデータに基づいて、実在建物の地震時挙動をシミュレーションで再現できる解析モデ

ルを構築し、その知見をサブプロジェクト①と共有しました。これにより、サブプロジェ

クト①が進める都市地震被害シミュレーションの高度化を実現しました。 

 

４．先端可視化技術の展開 

サブプロジェクト①で開発した、大規模数値解析法による都市地震被害データの先端的

な可視化技術を用いて、サブプロジェクト③で得られた火災被害の解析結果を表示しまし

た。火災による被害がどのように広がるのか、この可視化手法を利用して、建物の揺れと

火災シミュレーションの延焼動態を重ね合わせて可視化するなど機能を拡張し、災害の軽

減に役立つ「被害シナリオの『見える化』」を進めました。 

 

５．シェイクアウトに対する科学的な信頼性 

サブプロジェクト③では、観測データを社会や住民へ還元する方法の１つとして、「シ

ェイクアウト」（いっせい防災訓練）という場の活用を進めてきました。その際に、サブ

プロジェクト①で検討が進められてきた新たな地震像を元にしたシェイクアウトを企画

したため、「科学的な信頼性の高いシナリオ」の下での防災訓練が可能になりました。 
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